
(様式４)

令和６年度

部（公室・局）：商工労働部

（単位：千円）

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

商工政策課 職員給与費 商工政策課職員給与費 131,666 135,160 135,160 135,160 B 135,160 135,160 A 135,160 135,160 A 要求どおり

商工政策課 職員給与費 大阪事務所職員給与費 66,294 64,975 64,975 64,975 B 64,975 64,975 A 64,975 64,975 A 要求どおり

商工政策課
ふるさとくまもと創造人材奨
学金返還等サポート事業

若者の県内就職を後押しする奨学金返還等支援制
度の周知及び若者の奨学金返還に対する助成等に
要する経費

43,706 53,994 53,994 53,994 B 53,994 53,994 B 53,994 53,994 A 要求どおり

商工政策課 奨学金返還支援基金積立金
若者の県内就職を後押しする奨学金返還を支援す
る基金への積立て

92,035 116,485 116,485 116,485 B 116,485 116,485 B 116,485 116,485 A 要求どおり

商工政策課
戦略的ＵＩＪターン就職加速
化事業

ＵＩＪ希望者と実践者との座談会や合同就職説明
会等、ＵＩＪターン就職を支援するイベントの開
催に要する経費

16,572 16,572 16,572 B 16,572 16,572 B 16,572 16,572 A 要求どおり

商工政策課
ワンストップジョブサイトく
まもと運営事業

幅広い年代を対象に、仕事、生活等に関する情報
発信を行うサイトの運用等に要する経費

1,650 1,650 1,650 1,650 B 1,650 1,650 A 1,650 1,650 A 要求どおり

商工政策課
「くまもとではたらく」若者
の県内定着促進事業

若者の県内へのＵターン及び地元定着を強化・促
進するための窓口の設置、情報発信等に要する経
費

44,676 42,675 42,675 42,675 B 42,675 42,675 B 42,675 42,675 A 要求どおり

商工政策課 商工業企画調整費 商工労働部の企画調整業務等に要する経費 5,737 5,737 5,737 5,737 B 5,737 5,737 A 5,737 5,737 A 要求どおり

商工政策課 商工労働部政策調整事業
商工労働部における政策企画・調整等に要する経
費

4,000 4,000 4,000 4,000 B 4,000 4,000 A 4,000 4,000 A 要求どおり

商工政策課
商工労働部長秘書事務委託業
務

商工労働部長秘書事務委託に要する経費 4,351 4,351 4,351 4,351 B 4,351 4,351 A 4,351 4,351 A 要求どおり

商工政策課 福岡事務所管理運営費
福岡事務所の管理運営及び職員宿舎借上げ等に要
する経費

18,301 18,838 18,838 18,838 B 18,838 18,838 A 18,838 18,838 A 要求どおり

商工政策課
市町村派遣職員人件費負担金
（福岡事務所）

市町村からの派遣職員人件費に対する負担金 11,161 11,161 11,161 B 11,161 11,161 A 11,161 11,161 A 要求どおり

商工政策課 大阪事務所管理運営費
大阪事務所の管理運営及び職員宿舎借上げ等に要
する経費

21,026 21,511 21,511 21,511 B 21,511 21,511 A 21,511 21,511 A 要求どおり

商工政策課
市町村派遣職員人件費負担金
（大阪事務所）

市町村からの派遣職員人件費に対する負担金 5,939 5,470 5,470 5,470 B 5,470 5,470 A 5,470 5,470 A 要求どおり

知事査定後

査定理由等

各段階における要求・査定の概要について
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課長査定後 部長査定後
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査定
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予  算  額

６年度

要求額

課長査定後 部長査定後

商工政策課 人材確保強化事業 令和５年度で廃止 11,127

商工政策課
飲食店の感染防止対策に係る
認証事業

令和５年度で廃止 22,418

472,926 502,579 502,579 502,579 502,579 502,579 502,579 502,579

商工雇用創生局
商工振興金融課

職員給与費 商工振興金融課職員給与費 176,107 165,409 165,409 165,409 B 165,409 165,409 A 165,409 165,409 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

商業活動調整指導費
大規模小売店舗立地法及び中小企業等協同組合法
に基づく調査、指導・助言等に要する経費

678 678 678 678 B 678 678 A 678 678 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

中小企業金融総合支援事業
県内中小企業等を対象とした融資制度に係る貸付
原資の金融機関への預託、保証料補助、損失補
償、利子補給に要する経費

54,908,140 50,604,894 50,604,894 50,604,894 B 50,604,894 50,604,894 B 50,604,894 50,604,894 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

組織化指導費補助
中小企業等の組織化及び中小企業組合の指導等を
行う熊本県中小企業団体中央会に対する助成

131,658 132,025 132,025 132,025 B 132,025 132,025 B 132,025 132,025 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

商店街振興組合指導事業費補
助

商店街活性化等のための指導、調査、研修事業等
を行う熊本県商店街振興組合連合会に対する助成

3,361 3,361 3,361 3,361 B 3,361 3,361 A 3,361 3,361 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

運輸事業振興助成費補助
運輸事業に係る輸送力や安全性確保等に資する事
業を行う熊本県トラック協会に対する助成

274,741 277,418 277,418 277,418 B 277,418 277,418 A 277,418 277,418 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

小規模事業対策事務費
小規模事業者の経営指導等を行う商工会・商工会
議所に対する指導、及び経営革新計画の承認等に
要する経費

1,303 1,303 1,303 1,303 B 1,303 1,303 A 1,303 1,303 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

事業承継加速化推進事業
中小企業等の円滑な事業承継推進に係る周知・啓
発等の取組みに要する経費

4,093 4,093 4,093 4,093 B 4,093 4,093 A 4,093 4,093 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

中小企業者事業再建・発展支
援事業

様々な経営課題を抱える中小企業に対する専門家
を活用した支援に要する経費

114,717 111,679 111,679 111,679 B 111,679 111,679 B 111,679 111,679 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

商工会商工会議所・商工会連
合会補助

小規模事業者の経営指導等を行う商工会・商工会
議所、熊本県商工会連合会に対する助成

2,230,393 2,256,708 2,256,708 2,256,708 B 2,256,708 2,256,708 B 2,256,708 2,256,708 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

くまもと型小規模事業者経営
発展支援事業

販路開拓や生産性向上等の取組みを行う熊本地震
や令和2年7月豪雨災害の影響を受けている小規模
事業者に対する助成

100,000 47,000 47,000 47,000 B 47,000 47,000 B 47,000 47,000 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

中小企業等復旧・復興支援事
業

グループ補助金の円滑かつ適切な交付に向けた支
援に要する経費

115,883 119,696 119,696 119,696 B 119,696 119,696 B 119,696 119,696 A 要求どおり

商工政策課　計
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課長査定後 部長査定後

商工雇用創生局
商工振興金融課

なりわい再建支援事業
なりわい再建支援補助金の円滑かつ適正な交付に
向けた支援に要する経費

36,878 7,761 7,761 7,761 B 7,761 7,761 B 7,761 7,761 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

中小企業振興資金特別会計繰
出金

中小企業振興資金特別会計資金の運用利息分に係
る特別会計への繰出金

10 5 5 5 B 5 5 A 5 5 A 要求どおり

商工雇用創生局
商工振興金融課

商店街多様化推進事業 令和5年度で廃止 10,000

商工雇用創生局
商工振興金融課

熊本県リボーン企業創出支援
事業

令和5年度で廃止 9,430

58,117,392 53,732,030 53,732,030 53,732,030 53,732,030 53,732,030 53,732,030 53,732,030

商工雇用創生局
労働雇用創生課

職員給与費 労働雇用創生課職給与費 181,542 193,101 193,101 193,101 B 193,101 193,101 A 193,101 193,101 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

労働行政推進費
労働行政の総合的な推進及び労働行政が抱える諸
問題の解決に要する経費

5,335 4,335 4,335 4,335 B 4,335 4,335 A 4,335 4,335 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

労働局との一体的実施事業
女性などに対する就労関連サービス等をワンス
トップで提供する「しごと相談・支援センター」
の運営に要する経費

21,240 22,217 22,217 22,217 B 22,217 22,217 A 22,217 22,217 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

中小企業と留学生とのマッチ
ング支援事業

外国人留学生と企業とのマッチング支援サイトの
運営及び合同企業説明会の開催に要する経費

886 886 886 886 B 886 886 A 886 886 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

テレワーク推進体制強化事業
テレワークを活用した多様な働き方を支援し、新
たな雇用の創出等に要する経費

6,046 5,672 事業の見送り

商工雇用創生局
労働雇用創生課

熊本を「知る」・「会う」プ
ロジェクト事業

企業・求職者双方に対し、就職・採用活動を積極
的に支援し、県内人手不足企業への労働移動及び
若者の県内就労促進に要する経費

41,100 600 600 600 B 600 600 A 600 600 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

労働調査費 県内の労働条件等の調査に要する経費 3,298 4,160 4,160 4,160 B 4,160 4,160 A 4,160 4,160 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

働きやすい職場改善促進事業
働き方改革の推進やワーク・ライフ・バランスの
実現など働きやすい職場環境づくりの総合的支援
に要する経費

912 912 912 912 B 912 912 A 912 912 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

職業能力開発業務運営指導費
職業能力開発施設等への運営指導及び職業能力開
発促進に要する経費

2,390 2,346 2,346 2,346 B 2,346 2,346 A 2,346 2,346 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

熊本県職業能力開発施設拠点
化推進事業

高等技術専門校の改築等による再整備に要する経
費

1,282,992 1,964,823 1,963,790 1,963,790 B 1,963,790 1,963,790 B 1,963,790 1,963,790 A
事業内容等の
精査

商工振興金融課　計
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商工雇用創生局
労働雇用創生課

熊本県半導体人材育成会議等
活動事業

熊本県半導体人材育成会議の開催や若年層に向け
た半導体認知度向上の取組み等、半導体関連産業
の人材育成に要する経費

9,426 568 568 568 B 568 568 B 568 568 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

認定訓練実施事業 認定職業訓練校が行う職業訓練等に対する助成 86,135 87,242 85,457 76,441 B 85,457 76,441 A 76,441 76,441 A
事業内容等の
精査

商工雇用創生局
労働雇用創生課

技能検定事業費
県及び職業能力開発協会が行う技能検定実施事業
に要する経費

49,064 58,580 58,580 58,580 B 58,580 58,580 A 58,580 58,580 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

職業能力開発協会補助金等
優秀技能者等の表彰、職業能力開発協会が行う職
業訓練振興事業及び技能五輪全国大会出場選手に
対する出場経費の助成に要する経費

1,271 1,271 1,271 1,271 B 1,271 1,271 A 1,271 1,271 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

みらいの技能士育成ステップ
事業

技能士の活躍や技能の情報発信に要する経費及び
技能向上や人材育成に取り組む技能団体に対する
助成

4,708 2,380 2,380 2,380 B 2,380 2,380 A 2,380 2,380 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

認定訓練事業運営費補助金返
納金

認定訓練事業運営費補助金に係る国庫支出金返納
金

173 108 108 108 B 108 108 A 108 108 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

職員給与費 高等技術専門校職員給与費 92,145 99,264 99,264 99,264 B 99,264 99,264 A 99,264 99,264 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

高等技術専門校管理運営費
高等技術専門校の運営及び施設の維持補修に要す
る経費

34,088 41,914 41,914 41,914 B 41,914 41,914 A 41,914 41,914 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

実習経費
高等技術専門校において実施する職業訓練等に要
する経費

47,654 51,064 51,064 51,064 B 51,064 51,064 A 51,064 51,064 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

訓練手当
公共職業能力開発施設の職業訓練を受ける障がい
者等に対する訓練手当の給付

46,687 46,687 46,687 46,687 B 46,687 46,687 A 46,687 46,687 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

障がい者職業能力開発事業 障がい者を対象とした職業訓練等に要する経費 57,662 62,478 62,478 62,478 B 62,478 62,478 A 62,478 62,478 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

離職者訓練事業
離職者等を対象とした職業訓練の委託に要する経
費

686,492 730,784 730,784 730,784 B 730,784 730,784 A 730,784 730,784 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

委託訓練事業
障がい者に対する情報処理技術者養成のための訓
練及び自動車教習委託訓練に要する経費

12,712 12,756 12,756 12,756 B 12,756 12,756 A 12,756 12,756 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

障害者就業・生活支援セン
ター事業

障がい者を対象として就業や生活全般にわたる総
合的な支援体制の構築に要する経費

51,242 51,722 51,722 51,722 B 51,722 51,722 A 51,722 51,722 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

ジョブカフェ関連事業
若年者を中心に総合的な就職支援を行う「ジョブ
カフェくまもと」の運営に要する経費

9,545 9,595 9,595 9,595 B 9,595 9,595 A 9,595 9,595 A 要求どおり
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予  算  額

６年度

要求額

課長査定後 部長査定後

商工雇用創生局
労働雇用創生課

若者自立支援事業
国が設置する若年無業者を対象とした「地域若者
サポートステーション」における臨床心理士配置
等に要する経費

7,084 7,084 7,084 7,084 B 7,084 7,084 A 7,084 7,084 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

高齢者雇用推進事業
高年齢者雇用の推進に要する経費及び熊本県シル
バー人材センター連合会の事業に対する助成

8,542 1,068 1,068 1,068 B 1,068 1,068 A 1,068 1,068 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

地域活性化雇用創造支援事業
県内の求職者に対する座学研修や企業でのＯＪＴ
研修をとおした雇用創出支援等に要する経費

64,976 40,175 40,175 40,175 B 40,175 40,175 A 40,175 40,175 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

くまもと型就職氷河期世代活
躍促進事業

就職氷河期世代で不本意ながら不安定な仕事に就
いている状態や無業状態にある方等の社会的・職
業的自立を図る取組みに要する経費

55,478 51,292 51,292 51,292 B 51,292 51,292 A 51,292 51,292 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

熊本県地域無料就労相談窓口
運営事業

地域無料就労相談窓口（ジョブカフェ・ブラン
チ）の運営委託に要する経費

59,571 66,646 66,646 66,646 B 66,646 66,646 A 66,646 66,646 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

職員給与費 技術短期大学校職員給与費 160,781 192,010 192,010 192,010 B 192,010 192,010 A 192,010 192,010 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

技術短期大学校管理運営費
技術短期大学校の維持管理、運営及び教育訓練に
要する経費

176,741 564,212 564,212 564,212 B 564,212 564,212 B 564,212 564,212 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

技術短期大学校教育対策事業
高度実践技術者の育成のために必要な施設及び各
種機器の整備・更新に要する経費

373,783 214,821 214,821 214,821 B 214,821 214,821 B 214,821 214,821 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

技術短期大学校学生対策費
入学試験の実施、学生生活の支援及び技術短期大
学校の運営に関する企画・広報活動に要する経費

5,678 5,476 5,476 5,476 B 5,476 5,476 A 5,476 5,476 A 要求どおり

商工雇用創生局
労働雇用創生課

外国人材受入支援事業 令和5年度で廃止 11,725

商工雇用創生局
労働雇用創生課

新型コロナ対応雇用維持・確
保支援事業

令和5年度で廃止 46,327

商工雇用創生局
労働雇用創生課

技術短期大学校新学科整備推
進事業

令和5年度で廃止 18,417

商工雇用創生局
労働雇用創生課

技術短期大学校新学科設置事
業

令和5年度で廃止 18,191

3,742,039 4,598,249 4,589,759 4,580,743 4,589,759 4,580,743 4,580,743 4,580,743

産業振興局
産業支援課

職員給与費 産業支援課職員給与費 185,711 167,759 167,759 167,759 B 167,759 167,759 A 167,759 167,759 A 要求どおり

労働雇用創生課　計



(様式４)

令和６年度

部（公室・局）：商工労働部

（単位：千円）

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

知事査定後

査定理由等局名・課名 事業名 事業概要
５　年　度
当　　　初
予  算  額

６年度

要求額

課長査定後 部長査定後

産業振興局
産業支援課

職員給与費 産業技術センター職員給与費 348,662 360,375 360,375 360,375 B 360,375 360,375 A 360,375 360,375 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

事業革新支援センター事業
くまもと産業支援財団が行う企業支援に対する助
成等

82,745 82,769 82,769 82,769 B 82,769 82,769 A 82,769 82,769 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

地場企業立地促進費補助
地場企業の施設整備等による県経済の活性化、雇
用の創出を促すための助成

241,203 263,961 263,961 263,961 B 263,961 263,961 B 263,961 263,961 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

小規模事業者等支援事業
小規模事業者等に対する経営改善や販路開拓等の
支援に要する経費

5,507 5,507 5,507 5,507 B 5,507 5,507 A 5,507 5,507 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

プロフェッショナル人材戦略
拠点運営事業

副業・兼業を含む県内外の優秀な人材の獲得支援
等、中小企業の成長戦略実現の支援に要する経費

54,264 53,775 53,775 53,775 B 53,775 53,775 A 53,775 53,775 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

リーディング企業創出事業
県経済の牽引役となるリーディング企業の創出に
向けた、企業の成長戦略実現の支援に要する経費

67,588 59,628 59,628 59,628 B 59,628 59,628 B 59,628 59,628 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

地域未来投資促進事業
地域未来投資促進法に基づき、国の地方創生推進
交付金を活用して行う県内企業の投資に対する助
成等

65,132 52,132 52,132 52,132 B 52,132 52,132 B 52,132 52,132 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

第４次産業革命推進事業
企業のＩｏＴ・ＡＩ等の先端技術導入促進のため
の導入支援チームの派遣や設備投資に対する助成
等に要する経費

62,124 57,099 57,099 57,099 B 57,099 57,099 B 57,099 57,099 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

熊本空港周辺地域における産
業振興創出事業

熊本空港周辺地域を拠点に新産業創出を図る「UX
プロジェクト」の推進に伴う事業者支援や環境整
備等に要する経費

128,852 119,875 119,875 119,875 B 119,875 119,875 A 119,875 119,875 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

産業成長ビジョン推進事業
産業成長ビジョン進捗評価委員会の運営、ビジョ
ンの推進団体に係る運営や負担金等に要する経費

24,287 21,801 21,801 21,801 B 21,801 21,801 A 21,801 21,801 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

くまもと半導体産業推進ビ
ジョン推進事業

「くまもと半導体産業推進ビジョン」の進捗管理
及び国際連携の推進に係る経費

2,989 1,048 1,048 1,048 B 1,048 1,048 A 1,048 1,048 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

半導体産学官連携推進事業
内閣府の「地方大学・地域産業創生交付金」を活
用して行う地域産業・若者雇用の創出及び地方創
生に貢献する大学づくりに要する経費

695,309 607,161 607,161 607,161 B 607,161 607,161 A 607,161 607,161 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

新事業創出促進費
新事業創出促進のための関係機関との連絡調整、
研修参加に要する経費

1,388 1,808 1,808 1,808 B 1,808 1,808 A 1,808 1,808 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

創業・新分野進出推進事業
新分野に進出する県内企業への支援や若者を対象
とした起業促進等に要する経費

20,890 1,959 1,959 1,959 B 1,959 1,959 A 1,959 1,959 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

市町村派遣職員人件費負担金 市町村からの派遣職員人件費に対する負担金 5,018 5,018 5,018 B 5,018 5,018 A 5,018 5,018 A 要求どおり



(様式４)

令和６年度

部（公室・局）：商工労働部

（単位：千円）

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

知事査定後

査定理由等局名・課名 事業名 事業概要
５　年　度
当　　　初
予  算  額

６年度

要求額

課長査定後 部長査定後

産業振興局
産業支援課

産学官連携団体等支援事業
熊本県工業連合会、熊本県発明協会、熊本技術革
新・融合研究会への負担金等

3,418 918 918 918 B 918 918 A 918 918 A 要求どおり

産業振興局
産業支援課

次世代モビリティ普及促進事
業

令和５年度で廃止 5,848

1,995,917 1,862,593 1,862,593 1,862,593 1,862,593 1,862,593 1,862,593 1,862,593

産業振興局
産業技術センター

運営管理費（食品加工室） 食品加工技術室の運営管理等に要する経費 5,912 8,719 8,719 8,719 B 8,719 8,719 A 8,719 8,719 A 要求どおり

産業振興局
産業技術センター

研修指導事業（食品加工室）
食品加工技術向上に関する指導及び農商工連携に
おける商品開発支援に要する経費

408 408 408 408 B 408 408 A 408 408 A 要求どおり

産業振興局
産業技術センター

農産加工研究開発事業（特別
支援事業）

地域資源を活用した高付加価値化に関する研究に
要する経費

1,120 1,142 1,142 1,142 B 1,142 1,142 A 1,142 1,142 A 要求どおり

産業振興局
産業技術センター

運営管理費（計量検定室）
計量検定行政の運営及び検査機器の整備に要する
経費

3,561 920 920 920 B 920 920 A 920 920 A 要求どおり

産業振興局
産業技術センター

計量器検定事業
水道メーター、タクシーメーター等の計量器の検
定に要する経費

18,555 18,874 18,874 18,874 B 18,874 18,874 A 18,874 18,874 A 要求どおり

産業振興局
産業技術センター

計量器定期検査事業 質量計の定期検査に要する経費 6,352 6,357 6,357 6,357 B 6,357 6,357 A 6,357 6,357 A 要求どおり

産業振興局
産業技術センター

運営管理費（センター）
産業技術センターの運営、施設の維持管理等に要
する経費

77,299 150,526 150,526 150,526 B 150,526 150,526 B 150,526 150,526 A 要求どおり

産業振興局
産業技術センター

センター設備緊急修繕事業 試験研究機器の修理に要する経費 2,733 2,733 2,733 2,733 B 2,733 2,733 A 2,733 2,733 A 要求どおり

産業振興局
産業技術センター

バイオ・食品研究開発事業
（特別支援事業）

微生物による機能性成分生産に関する研究に要す
る経費

1,487 1,507 1,507 1,507 B 1,507 1,507 A 1,507 1,507 A 要求どおり

産業振興局
産業技術センター

ものづくり研究開発事業
（特別支援事業）

県内製造現場における「ものづくり」の次世代化
に資する研究に要する経費

3,960 4,125 4,125 4,125 B 4,125 4,125 A 4,125 4,125 A 要求どおり

産業振興局
産業技術センター

新規外部資金活用事業
（特別支援事業）

国や企業等の外部資金を活用した試験研究に要す
る経費

194,793 168,503 168,503 168,503 B 168,503 168,503 A 168,503 168,503 A 要求どおり

産業振興局
産業技術センター

材料・地域資源研究開発事業
（特別支援事業）

脱炭素社会実現に資する機能性材料・プロセス開
発に要する経費

2,520 2,541 2,541 2,541 B 2,541 2,541 A 2,541 2,541 A 要求どおり

産業支援課　計



(様式４)

令和６年度

部（公室・局）：商工労働部

（単位：千円）

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

知事査定後

査定理由等局名・課名 事業名 事業概要
５　年　度
当　　　初
予  算  額

６年度

要求額

課長査定後 部長査定後

産業振興局
産業技術センター

技術交流研究開発事業（特別
支援事業）

製造業における生成AIの効率的活用に関する研究
に要する経費

2,520 2,563 2,563 2,563 B 2,563 2,563 A 2,563 2,563 A 要求どおり

産業振興局
産業技術センター

中核企業技術高度化支援事業
コンピュータネットワークシステムの適正な運
用・管理に要する経費

11,993 11,993 11,993 11,993 B 11,993 11,993 A 11,993 11,993 A 要求どおり

産業振興局
産業技術センター

一般支援事業（材料・地域資
源室）

有機・無機・高分子材料等に関する技術相談や依
頼試験・分析に要する経費

821 821 821 821 B 821 821 A 821 821 A 要求どおり

産業振興局
産業技術センター

一般支援事業（微生物応用部
門）

食品産業、醸造産業、バイオ産業に対する技術指
導、依頼試験・分析の実施、醤油農林規格格付け
に要する経費

1,167 1,167 1,167 1,167 B 1,167 1,167 A 1,167 1,167 A 要求どおり

産業振興局
産業技術センター

一般支援事業（ものづくり
室）

機械金属、電子、電機関連産業、その他ものづく
りの分野に対する技術指導や依頼試験・分析に要
する経費

2,258 2,258 2,258 2,258 B 2,258 2,258 A 2,258 2,258 A 要求どおり

産業振興局
産業技術センター

一般支援事業（自転車事業）
競輪補助事業を活用した依頼分析・試験研究に必
要な試験研究機器の導入に要する経費

33,744 32,024 32,024 32,024 B 32,024 32,024 B 32,024 32,024 A 要求どおり

産業振興局
産業技術センター

産業技術センター試験研究備
品導入事業

依頼分析・試験研究に必要な試験研究機器の導入
に要する経費

13,008 13,310 13,310 13,310 B 13,310 13,310 B 13,310 13,310 A 要求どおり

産業振興局
産業技術センター

一般支援事業（技術交流企画
室）

工業デザイン、情報、組み込みシステム等に関す
る技術相談や依頼試験・分析に要する経費

417 417 417 417 B 417 417 A 417 417 A 要求どおり

産業振興局
産業技術センター

デジタル実装支援に係るデジ
タルものづくり中核人材育成
事業

事業実施に必要なシステムの保守に要する経費 8,455 1,099 1,099 1,099 B 1,099 1,099 A 1,099 1,099 A 要求どおり

産業振興局
産業技術センター

サステナブル機能性薄膜材料
に関する開発支援事業

令和５年度で廃止 8,751

401,834 432,007 432,007 432,007 432,007 432,007 432,007 432,007

産業振興局
エネルギー政策課

エネルギー政策課職員給与費 エネルギー政策課職員給与費 85,810 81,270 81,270 81,270 B 81,270 81,270 A 81,270 81,270 A 要求どおり

産業振興局
エネルギー政策課

電源立地地域対策交付金事業
公共用施設整備等を実施する水力発電施設所在市
町村に対する助成

67,502 67,492 67,492 67,492 B 67,492 67,492 A 67,492 67,492 A 要求どおり

産業振興局
エネルギー政策課

石油貯蔵施設立地対策等交付
金事業

公共用施設整備等を実施する石油貯蔵施設立地市
及び周辺市町村に対する助成

16,700 16,700 16,700 16,700 B 16,700 16,700 B 16,700 16,700 A 要求どおり

産業振興局
エネルギー政策課

熊本県スマート水素ステー
ション撤去事業

熊本県スマート水素ステーションの撤去に要する
経費

8,000 8,000 8,000 B 8,000 8,000 B 8,000 8,000 A 要求どおり

産業技術センター　計



(様式４)

令和６年度

部（公室・局）：商工労働部

（単位：千円）

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

知事査定後

査定理由等局名・課名 事業名 事業概要
５　年　度
当　　　初
予  算  額

６年度

要求額

課長査定後 部長査定後

産業振興局
エネルギー政策課

熊本県総合エネルギー計画推
進事業

総合エネルギー計画の推進、エネルギーに関する
情報収集等に要する経費

10,171 8,252 8,252 8,252 B 8,252 8,252 A 8,252 8,252 A 要求どおり

産業振興局
エネルギー政策課

メガソーラー等対策事業
再エネ発電事業者と県、市町村とによる立地協定
の締結推進に要する経費

4,898 5,874 5,874 5,874 B 5,874 5,874 A 5,874 5,874 A 要求どおり

産業振興局
エネルギー政策課

RE100電力供給・利用促進事
業

「空港周辺RE100エリア構想」実現のための支援
等に要する経費

3,000 657,603 657,603 657,603 B 657,603 657,603 A 657,603 657,603 A 要求どおり

産業振興局
エネルギー政策課

FCV・水素ステーション普及
啓発事業

FCV及び水素ステーションの普及啓発及び維持管
理を行う経費

4,935 1,426 1,426 1,426 B 1,426 1,426 A 1,426 1,426 A 要求どおり

産業振興局
エネルギー政策課

採石指導取締
採石法及び砂利採取法に基づく認可、災害防止等
の管理・指導等に要する経費

1,651 1,681 1,681 1,681 B 1,681 1,681 A 1,681 1,681 A 要求どおり

産業振興局
エネルギー政策課

採石指導取締・採石業等育成
増進事業

採石場の指導監督及び採石業者の研修会の開催等
に要する経費

6,020 6,592 6,592 6,592 B 6,592 6,592 A 6,592 6,592 A 要求どおり

産業振興局
エネルギー政策課

新エネルギー等導入推進事業 熊本県総合エネルギー計画に統合 2,595

産業振興局
エネルギー政策課

地域共生型再エネ導入推進事
業

熊本県総合エネルギー計画に統合 66,601

産業振興局
エネルギー政策課

くまもと県民発電所推進事業 熊本県総合エネルギー計画に統合 2,212

272,095 854,890 854,890 854,890 854,890 854,890 854,890 854,890

産業振興局
企業立地課

職員給与費 企業立地課職員給与費 156,769 153,004 153,004 153,004 B 153,004 153,004 A 153,004 153,004 A 要求どおり

産業振興局
企業立地課

企業誘致事業
企業誘致及び既立地企業のフォローアップに要す
る経費

35,566 36,054 36,054 36,054 B 36,054 36,054 B 36,054 36,054 A 要求どおり

産業振興局
企業立地課

企業立地促進資金融資事業 企業の本県立地を促すための融資に要する経費 225,416 212,083 212,083 212,083 B 212,083 212,083 A 212,083 212,083 A 要求どおり

産業振興局
企業立地課

企業立地促進費補助 企業の本県立地を促すための助成 4,064,719 3,927,131 3,927,131 3,927,131 B 3,927,131 3,927,131 B 3,927,131 3,927,131 A 要求どおり

産業振興局
企業立地課

大型企業等立地推進事業
大型企業等の立地促進を図るための調査等に要す
る経費

1,741 1,392 1,392 1,392 B 1,392 1,392 B 1,392 1,392 A 要求どおり

エネルギー政策課　計



(様式４)

令和６年度

部（公室・局）：商工労働部

（単位：千円）

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

要求額 予算額
査定
区分

知事査定後

査定理由等局名・課名 事業名 事業概要
５　年　度
当　　　初
予  算  額

６年度

要求額

課長査定後 部長査定後

産業振興局
企業立地課

戦略的企業誘致推進事業
ターゲットを重点化（半導体、自動車、企業の本
社機能移転、グローバル企業、医療機器関連産業
等）した企業誘致活動に要する経費

6,710 6,710 6,710 6,710 B 6,710 6,710 A 6,710 6,710 A 要求どおり

産業振興局
企業立地課

戦略的ポートセールス推進事
業

熊本港・八代港の利活用を図るためのポートセー
ルスに要する経費

44,580 50,780 50,780 50,780 B 50,780 50,780 A 50,780 50,780 A 要求どおり

産業振興局
企業立地課

国際コンテナ利用拡大助成事
業

熊本港・八代港を利用する荷主企業に対する助成 138,085 138,085 138,085 138,085 B 138,085 138,085 A 138,085 138,085 A 要求どおり

産業振興局
企業立地課

市町村派遣職員人件費負担金 市町村派遣職員への人件費負担金 15,930 15,930 15,930 B 15,930 15,930 A 15,930 15,930 A 要求どおり

産業振興局
企業立地課

県外ＩＴ企業・コンテンツ関
連企業等ネットワーク構築事
業

ＩＴ企業・コンテンツ関連企業等の誘致業務に要
する経費

24,485 10,770 10,770 10,770 B 10,770 10,770 A 10,770 10,770 A 要求どおり

産業振興局
企業立地課

半導体サプライチェーン構築
加速化事業

半導体関連企業の集積を加速化するための企業誘
致活動に要する経費

39,803 15,368 15,368 15,368 B 15,368 15,368 A 15,368 15,368 A 要求どおり

産業振興局
企業立地課

高度技術研究開発基盤整備事
業等特別会計繰出金

高度技術研究開発基盤整備事業等特別会計への繰
出金

1,810,140 533,493 533,493 533,493 533,493 533,493 A 533,493 533,493 A 要求どおり

産業振興局
企業立地課

企業誘致環境整備事業 令和５年度で廃止 126,383

6,674,397 5,100,800 5,100,800 5,100,800 5,100,800 5,100,800 5,100,800 5,100,800

71,676,600 67,083,148 67,074,658 67,065,642 67,074,658 67,065,642 67,065,642 67,065,642

企業立地課　計

商工労働部　計


